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第７章 モデル事業 

第１節 モデル事業の考え方 

 モデル事業は「東浦町公共施設再配置計画」に基づいて、公共施設の再編を推進するにあ

たり、実際の取組みを通じて、住民の皆さんと一緒に公共施設再編への理解を頂きながら先

導的に取り組む事例として実施していく事業です。 

また、本計画に示す目標・基本方針を達成するための方策案をモデル事業として検討する

ものであります。 

 前述までの検討を踏まえ、以下に示す通り、ロードマップにおける前期に設定している「森

岡地区拠点施設」及び「東浦中学校・東浦文化広場」を例にモデル事業を検討します。 

【モデル事業の対象】 

 対象施設 ロードマップ 

地区拠点： 

森岡地区拠点施設 

・森岡分団詰所 

・森岡保育園 

・森岡西保育園 

・森岡児童館 

・森岡コミュニティセンター 

・森岡老人憩の家 

・北部ふれあいセンター 

・森岡小学校 

２０２４～２０３３ 

全町拠点： 

東浦中学校・東浦文化広場 

・東浦中学校 

・東浦文化広場 
２０２４～２０３３ 

 

以後の検討では目標達成を図るためのモデルとして、削減面積等、規模を中心に検討して

いますが、モデル事業はいずれも学校を主とした多機能化による拠点形成を図るものであり、

文部科学省においても学校施設の在り方に関する調査研究がなされているように、単なる面

積削減だけでなく、拠点としての魅力的なサービス提供に繋がるようなこれからの時代の新

たな学校施設のあり方、学びのあり方の検討が重要です。 

【参考：新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について（抜粋）】 

■新しい時代の学びを実現する学校施設の姿（ビジョン） 

○これからの学校施設は、新しい時代の学びを実現していくことを基本とし、それらを具体

化する施設環境を創造していく必要がある。 
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「未来思考」の視点 

①学校は、教室と廊下それ以外の諸室で構成されているものという固定観念から脱し、学

校施設全体を学びの場として捉え直す。廊下も、階段も、体育館も、校庭も、あらゆる空

間が学びの場であり、教育の場、表現する場、心を育む場になる。 

②教室環境について、単一的な機能・特定の教科等に捉われず、横断的な学び、多目的な

活動に柔軟に対応していく視点（柔軟性）をもつ。 

③紙と黑板中心の学びから、１人１台端末を⽂房具として活用し多様な学びが展開されて

いくように、学校施設も、画一的・固定的な姿から脱し、時代の変化、社会的な課題に対

応していく視点（可変性）をもつ。 

④どのような学びを実現したいか、そのためにどんな学び舎を創るか、それをどう生かす

か、関係者が、新しい時代の学び舎づくりのビジョン・目標を共有する。 

 

■新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方（５つの姿の方向性） 
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■地域や社会と連携・協働し、ともに創造する共創空間を実現する 

学校は地域コミュニティ形成の核となる等の多様な役割を担っていることを踏まえ、学校

と地域や社会が連携・協働し、ともに創造的な活動を企画・立案したり、交流したりするた

めの「共創空間」を生み出していく必要がある。 

また、将来のまちづくりを見据えた地域の拠点としての役割や、地域の活性化・課題解決

等の観点から、地域の人づくりや魅力向上のための基盤となる学校施設を核とした他の公

共施設との複合化や、施設・設備の共用化・集約化等を推進する必要がある。 

 

ⅰ）学校と地域が支え合い協働していくための共創空間 

○これからの時代に必要となる資質・能力の育成や、地域とともにある学校づくりを推進す

る観点から、学校と地域はパートナーとして相互に連携・協働していくことが求められて

おり、新学習指導要領が目指す社会に開かれた教育課程の実現や、チームとしての学

校、コミュニティ・スクールや地域学校協働活動の推進などの取組が進められている。 

○学校の中だけで学びを完結することなく、地域や社会との交流の中で、様々な人や社会

の課題と向き合う「外との学び」を推進するため、学校を地域コミュニティの拠点として

捉え、地域の人たちと連携・協働し、ともに創造的な活動を企画・立案・実行していくため

の「共創空間」を生み出していくことが重要である。地域や社会、関係機関等をつなぎ、

連携・協働を図る空間は、コミュニケーションや創造性を誘発する魅力的な空間であると

ともに、内と外の世界を緩やかにつなぐ縁側のように、自然に開かれた温かみのある空

間であることが望まれる。また、協働の成果を展示・発信するためのスペースを確保する

ことも有効である。 

○こうした「共創空間」を創出する上では、児童生徒の動線と地域住民等の動線との整理

による明瞭なゾーニング、地域住民等が出入りしやすく死角を作らない空間配置、デジ

タル技術の活用など防犯の視点から設計上の工夫が重要である。 

○また、こうした空間は、学校を核とした地域の活性化や、災害に強い地域づくりにもつな

がることが期待されることから、積極的な活用を促進していくことが重要である。 

 

ⅱ）多様な「知」を集積するための複合化・共用化等 

○学校と地域住民等との交流や共創を促進し、地域の活性化、課題解決を図る観点等か

ら、地域の実情等に応じて、地域の人づくりや魅力向上のための基盤となる学校施設を

核として、他の公共施設などとの複合化・共用化等を図るなど、多様な「知」が集積し新し

い価値を生み出す施設としての整備を推進する必要がある。 

○複合化により、単独の学校として整備するよりも施設機能の高機能化・多機能化を図り、

児童生徒や地域住民にとって多様な学習環境を創出するとともに、学校施設を含めた公

共施設を有効に活用することができるようになる。また、それにより、児童生徒と施設利

用者の交流を深め、地域全体で子供たちの安全・安心を見守ることにもつながる。 

○学校施設の複合化等の検討に当たっては、このような学習環境の高機能化・多機能化に

資するような計画とすることに加え、多様な世代との交流や地域コミュニティの強化につ

ながる計画とすることが重要である。 

○複合施設においては、児童生徒や地域住民等の多様な人々が利用することになるため、

利用形態に応じた事故の発生防止や防犯機能の確保に十分配慮することが重要であ

る。安全性の確保のためには、地域利用するエリアを明確に区分できる計画とすること

や、施設へのアプローチを二方向にして、運営に合わせて可変的に調整するなど、配置

計画や空間構成に配慮することも重要である。 

○複合施設においては、各施設間の相互利用・共同利用が活発となることから、施設ごと

に利用形態が多様化することとなる。このため、施設計画の初期の段階から、施設管理

の責任・コストについて、各施設所管部局と調整し明確にした上で、学校に過度の負担

がかからないよう、利用内容に応じた総合的・効率的な施設管理が可能な組織や運営方

法を検討し整備していくことが重要である。 

 



127 

 

 

出典：「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について」最終報告 

（令和４年３月、学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議） 

なお、実現可能性を踏まえた詳細な検討は行政サービスのあり方の見直し含め、今後の基

本計画等において実施します。 
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第２節 モデル事業（森岡地区拠点施設） 

１ 状況整理 

モデル事業の検討に際し、複合拠点施設の対象地の概要及び複合する施設の概要を以下

のとおり設定します。  

【対象地：森岡小学校敷地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象敷地の概要 

敷地面積 ２１，８４８㎡ 

建物配置可能面積 ２０,０００㎡ 

借地 無し 

用途地域 市街化区域（第一種中高層住居専用地域） 

指定建蔽率/指定容積率 ６０％/２００％ 

災害ハザード ー 

立地適正 

化計画 

居住誘導区域 〇 

都市機能誘導区域 ー 

農振法の位置づけ ー 

高圧線架空 無し 

備考 森岡南部区画整理事業(予定)隣接地 
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【複合対象の施設概要】 

施設名 建築年 
敷地面積 

（㎡） 

延床面積 

（㎡） 

駐車場台数 

所管課 

施設 

類型 現状

（台） 

必要

（台） 

森岡分団詰所 １９８１ １８９.８７ ９９.９４ ６ １４ 
防災危機 

管理課 
行政施設 

森岡保育園 １９７１ ４,６８３.０７ ６１７.４９ ２２ ３２ 児童課 子育て支援施設 

森岡西保育園 １９７５ ３,４４４.５７ １,３３７.３０ ２４ ３８ 児童課 子育て支援施設 

森岡児童館 １９９７ １,３５９.００ ３２９.０２ １５ ２２ 児童課 子育て支援施設 

森岡コミュニ

ティセンター 
１９８０ ３,４４９.００ ７８８.０７ ３８ ６０ 生涯学習課 

社会教育・ 

コミュニティ施設 

森岡老人憩の

家 
１９８７ ４５１.８８ １７１.６９ 不明 不明 ふくし課 保健・福祉施設 

北部ふれあい

センター 
１９９４ １,４５６.００ ７２１.３８ １６ １６ スポーツ課 体育施設 

森岡小学校 １９６３ ２０,４８９.００ ６,８３７.５０ ４０ ４０ 学校教育課 体育施設 

※なかよし学園については全町施設であり、また、こども家庭センターの設置を見据え、子育て支

援センターとの連携及び一体的な支援強化のため、町中央部への移転を検討します。 

 

【複合対象の公共施設評価概要（森岡地区施設抜粋再掲）】 

以下の公共施設評価を踏まえると、複合化に際しては廃止する施設は無いものの、規模に

関しては人口減少等を踏まえ、施設によって規模縮小等を検討する必要があります。また、官

民連携等、サービスの提供主体の検討等も考慮する必要があります。 

 

 

  

2 森岡分団詰所 1981 99.94 規模維持 ○ － － － 移転検討 171.0

12 森岡保育園 1971 617.49 規模維持 ○ ○ － － 移転検討 169.2

13 森岡西保育園 1975 1,337.30 規模縮小 ○ ○ － － 現位置可 177.5

20 森岡児童館 1997 329.02 規模維持 ○ △ △ △ 現位置可 232.5

30 森岡コミュニティセンター 1980 788.07 規模維持 ○ ○ ○ ○ 移転検討 174.0

40 森岡老人憩の家 1987 171.69 規模縮小 ○ △ △ △ 現位置可 152.0

53
北部ふれあい
センター　※学習・交流

1994 721.38 規模縮小 ○ △ △ △ 現位置可 180.0

53
北部ふれあい
センター　※運動

1994 721.38 規模維持 ○ △ △ △ 現位置可 180.0

58 森岡小学校 1963 6,837.00 規模縮小 － － － － 現位置可 178.0

代替施設 民間提供 広域連携 地元移譲建築年

③立地の
方向性

④建物
健全度

施
設
別
№

施設名
①施設規模
の方向性

基礎情報 ②提供主体可能性

延床面積
（㎡）
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【対象施設の諸室概要】 

施設名 諸室名 諸室面積 

森岡分団詰所 

車庫 ４３㎡ 

倉庫 １２㎡ 

和室 １７㎡ 

事務室・湯沸室 ２４㎡ 

その他スペース ４㎡ 

森岡保育園 

保育室（５室） １７１㎡ 

乳児室 ５１㎡ 

職員室・更衣室 ８０㎡ 

遊戯室 １４３㎡ 

台所兼食堂 ２６㎡ 

厨房 ６８㎡ 

和室 １９㎡ 

その他スペース ５９㎡ 

森岡西保育園 

集会室 ２１６㎡ 

厨房等 １０８㎡ 

遊戯室（２室） ２８７㎡ 

保育室（８室） ３６０㎡ 

乳児室 ４３㎡ 

職員室・更衣保健室 ７２㎡ 

和室 １１㎡ 

台所等 １３㎡ 

その他スペース ２２７㎡ 

森岡児童館 

遊戯室 ６９㎡ 

図書室 ５９㎡ 

ボランティア室 ５７㎡ 

児童クラブ室 ３２㎡ 

事務室 ４１㎡ 

その他スペース ７１㎡ 
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施設名 諸室名 諸室面積 

森岡コミュニティセンター 

ホール ２１６㎡ 

会議室 ３６㎡ 

和室・前室（１階） ６８㎡ 

和室（２階） ２３㎡ 

展示コーナー ２３㎡ 

図書室 ４２㎡ 

料理室 ４７㎡ 

講義室 ７２㎡ 

事務所 ３０㎡ 

その他スペース ２３２㎡ 

森岡老人憩の家 

和室１ ２４㎡ 

和室２ ２６㎡ 

ホール ５４㎡ 

その他スペース ９０㎡ 

北部ふれあいセンター 

アリーナ ４５０㎡ 

和室 A １６㎡ 

和室 B １６㎡ 

事務室・湯沸室 ２７㎡ 

その他スペース ２１２㎡ 

森岡小学校 

管理棟教室 ８８２㎡  

教室棟（東） １,０６４㎡  

教室棟（西） １,６１６㎡  

特別教室棟 １,７３４㎡  

渡り廊下 １２７㎡  

屋内運動場 ９０４㎡  

トイレ ３０㎡  

プール ４０５㎡  

プール付属室 ７６㎡  
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２ 複合化における重複機能等の精査 

 複合化に伴い、使われ方によっては諸室を兼ねることで効率的な運用かつ面積削減に貢献

できるため、前述に整理した現行施設の諸室状況を踏まえ、重複部分の把握と必要性を整理

します。 

 

【対象施設の重複状況等】 

 学校 保育園 
児童館 

遊戯室 

児童ク

ラブ室 
消防 ホール 

会議室 

講義室 
図書室 和室 調理室 体育館 

森岡分団 

詰所      ●    ●   

森岡 

保育園   ●       ●   

森岡西 

保育園   ●       ●   

森岡 

児童館  
  ● ●  ● ● ●    

森岡コミ

ュニティ

センター  
     ● ● ● ● ●  

森岡老人

憩の家  
     ●   ●   

北部 

ふれあい

センター  
     ●   ●  ● 

森岡 

小学校 
●      ● ●  ● ● 

【対象施設の稼働率】 

施設名 部屋名 稼働率(%) 

森岡コミュニティセンター 

ホール 34.1 

会議室 25.3 

和室１ 18.8 

和室２ 9.5 

和室３ 5.8 

講義室 13.1 

料理室 3.3 

全体 15.7 

森岡老人憩の家 

ホール 38.3 

和室 6.0 

全体 22.2 

森岡児童館 
全館 58.6 

全体 58.6 

北部ふれあいセンター 

体育室 69.4 

和室１ 1.5 

和室２ 9.5 

全体 25.7 
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３ 諸室構成の検討 

森岡地区拠点施設において整備すべき基本的な機能・諸室の考え方及び設定条件は以下

のとおりです。 

 

【機能・諸室の考え方】 

施設 機能・諸室 考え方 

森岡小学校 

普通教室・学校共通

空間・管理関係室等 

森岡小学校の児童数推計に基づき、小学校設

置基準より設定 

特別教室 

（理科室、視聴覚室、

家庭科室、図工室、

音楽室、コンピュー

タ室、図書室、研修

室等） 

複合による共用部削減を踏まえたうえで、小学

校専有ではなく、小学校と地域の双方利用で

きる室として現状面積より設定 

屋内運動場 
現状面積同等で設定、北部ふれあいセンター

の体育館機能と兼用 

屋外プール 
民間屋内プール施設での小学校水泳指導業務

実施のため、本施設内には設けない 

森岡保育園 保育室等 森岡保育園・森岡西保育園との集約による共

用部削減を踏まえたうえで、年少人口の推計

割合に基づき、現状面積より設定 森岡西保育園 保育室等 

森岡児童館 

児童館（遊戯室） 年少人口の推計割合に基づき、現状面積より

設定 児童クラブ室 

ボランティア室 森岡小学校の研修室と兼用 

図書室 
森岡小学校の図書室と兼用 

森 岡 コ ミ ュ ニ テ

ィセンター 

図書室 

料理室 森岡小学校の家庭科室と兼用 

ホール、会議室、講

義室、和室 

コミュニティセンター・老人憩の家・北部ふれあ

いセンターの類似機能・諸室を多機能化による

利用室として稼働率を鑑み設定 
※森岡小学校の理科室、視聴覚室、図工室、音楽

室、コンピュータ室等も別途利用可能 

森岡老人憩の家 ホール、和室 

北部ふれあいセ

ンター 

和室 

アリーナ 森岡小学校の屋内運動場と兼用 

森岡分団詰所 消防 緊急出動の観点で現状面積より設定 

防災倉庫 倉庫 
屋内倉庫として、北部防災倉庫（森岡・緒川地

区対象）の半分の面積で設定 
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【モデル事業の設定条件（屋内）】 

機能・諸室 数量 考え方 機能 

普通教室・学校共

通空間・管理関係

室等 

約２,４１０㎡ 

小学校設置基準に基づき、児童数４２１人（２

０３０推計値※区画整理有）に対して算出 

※設置基準では本来、特 別教室も含む値であ

るが、再編に際し、特別教室は地域交流のた

めの諸室とすることから、特別教室を除いた

状態で２,４１０㎡としている 

学校 

特別教室 

（図書室・料理室・

研修室含む） 

約１,５６０㎡ 
森岡小学校の特別教室棟の現状面積に共用

部削減（-１０％）を乗じて設定 

学校 

交流 

屋内運動場 約９００㎡ 
現状面積同等で設定、北部ふれあいセンター

の体育館機能と兼用 

学校 

体育 

プール・ 

プール附属室 
 
民間屋内プール施設での小学校水泳指導業

務実施のため、本施設内には設けない 
－ 

保育室等 約１,７５０㎡ 

保育室・乳児室・遊戯室は保育所基準より算

出、その他の諸室等は森岡保育園・森岡西保

育園の現状面積に年少人口減少割合（-２％）

及び共用部削減（-１０％）を乗じて設定 

保育室：幼児数（２歳以上）：１９９人×１.９

８㎡≒３９４㎡ 

乳児室・ほふく室：乳幼児数（０，１歳児）：１

３人×３.３㎡≒４３㎡ 
※乳 児室 基 準（１ . ６ ５㎡ ）では なく ほふく室

基準（３.３㎡）で算定 

遊戯室：幼児数（２歳以上）１９９人×１.９８㎡

≒３９４㎡ 

※乳幼児数・幼児数は２０２２.４.１時点に年

少人口減少割合（-２％）を乗じた人数 

※ モ デ ル 事 業 の 設 定 条 件 と し て は 見 込 む

が、今後、民営化の検討により不要となる

可能性がある  

保育 

児童館（遊戯室） 約７０㎡ 
森岡児童館の現状面積に年少人口減少割合

（-２％）を乗じて設定 
児童 

児童クラブ室 約３０㎡ 
森岡児童館の現状面積に年少人口減少割合

（-２％）を乗じて設定 
児童 

ボランティア室  
森岡小学校の研修室と兼用するため、特別

教室に含む 
－ 

ホール 約２２０㎡ 

コミュニティセンター・老人憩の家の稼働率

を鑑み、ホール中、最大面積のコミュニティ

センターホール面積で設定 

交流 

講義室・会議室・

和室 

約１６０㎡ 

（約４０㎡×４） 

コミュニティセンター・老人憩の家・北部ふれ

あいセンターの稼働率を鑑み、半数（計８室

を４室に集約（会議室・和室兼用））で設定、

室面積は概ね平均値を採用 

交流 

図書室  
森岡小学校の図書室と兼用するため、特別

教室に含む 
－ 
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機能・諸室 数量 考え方 機能 

料理室  
森岡小学校の家庭科室と兼用するため、特

別教室に含む 
－ 

事務室 約９０㎡ 

児童館・コミュニティセンター・ふれあいセン

ターの事務室の合計面積に共用部削減（-１

０％）を乗じて設定 

管理 

その他スペース 約５５０㎡ 

児童館・コミュニティセンター・老人憩の家・

ふれあいセンターのその他スペースの合計

面 積 に 共 用 部 削 減 （ - １ ０ ％ ） を 乗 じ て 設 定

（ロビー・トイレ・倉庫・廊下階段等の想定） 

その

他 

消防 約９０㎡ 現状面積より設定 消防 

防災倉庫 約１４０㎡ 
屋内倉庫として、北部防災倉庫（森岡・緒川

地区対象）の半分の面積で設定 
防災 

計 約７,９７０㎡ 従前１０,９０２㎡に対し、削減率約２７％  

※年少人口減少割合：２０２２（１,１３１人）→２０３２（１,１０９人）⇒-２％ 

※共用部削減（-１０％）：内閣府資料「政策課題分析シリ－ズ９ 公共施設等の集約・複合化によ

る経済・財政効果について（平成２８年８月）」を参照し、「２つの施設を集約・複合化する場合、

共用部分の機能を維持したままそれぞれの面積を１０％程度縮小することが可能であると考え

られる。」とあることから１０％として設定 

 

【モデル事業の設定条件（屋外）】 

外構等 必要規模 考え方 

駐車場 
約５,１００ 

～６,９００㎡ 

１６９～２３０台（現状台数～ヒアリングをもとにした必

要台数）について、３０㎡/台（２.５ｍ×６m 駐車マス＋

同等面積の車路想定）を乗じて算出 

運動場 ４,２１０㎡以上 
小学校設置基準に基づき、児童数４２１人（２０３０推計

値※区画整理有）に対して算出 

園庭 ６６０㎡以上 

保 育 所 基 準 に 基 づ き 、 ２ 歳 以 上 の 園 児 数 ２ ０ ３ 人   

（２０２２.４.１時点）に年少人口減少割合（-２％）を乗

じた人数１９９人×３.３㎡より算出 

※上記に記載の面積は考え方に記載の仮定に基づく最低限の数値であり、必要規模は実態等を

加味し、別途適切に検討する必要があります。なお、上記に記載の機能以外にも植栽空間等、

配置検討を踏まえたうえで別途必要な面積も精査が必要です。 

  また、学校運営の観点から拠点整備の間における授業継続を確保するために建替え用地が必

要となります。  
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４ モデル事業（案） 

前述の諸室構成等を踏まえたモデル事業（案）及び当該事業の概略施設整備費と従前から

の削減面積は以下のとおりです。 

【森岡地区拠点施設概要】 

敷地面積 ２１,８４８㎡ 

森岡地区拠点延床面積 約７，９７０㎡ 

既存施設延床面積 １０,９０２㎡ 

削減面積 約２,９３２㎡（約２７％） 

今後の検討事項 

・地域住民が利用する施設や学校施設、保育施設、消

防施設等、多様な機能が複合化し、集積するため、

面積削減やコスト削減だけでなく、“学校と地域・社

会が支え合い協働する”といった共創空間の創出な

ど、新たな学びの形、コミュニティ拠点のあり方の

検討が必要 

・森岡南部区画整理（予定）内の土地取得における工

程等の調整が必要 

・同一敷地内での整備のため、事業継続の観点に配

慮した整備の段取りが必要 

【施設イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【概略施設整備費】 

費目 費用 考え方 

施設整備費 約３１.９億円 
公共施設等総合管理計画における単価４０

万円/㎡×延床面積（７,９７０㎡）より算定 

（参考） 

既存施設除却費 
約３.６億円 

JBCI※による単価３.３万円/㎡×解体面積

（１０,９０２㎡）より算定 

備考 用地購入費や外構整備費、設計費等は未考慮 

※公共施設等総合管理計画における単価４０万円/㎡については、地方公共団体の財務分析
等に関する調査研究会報告書（平成２３年３月）を参照 

※JBCI（Japan Building Cost Information）の解体工事（RC 造）全国平均値 
（２０１２年～２０２２年集計、２０２３年１月時点補正）を参照   
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第３節 モデル事業（東浦中学校・東浦文化広場） 

１ 状況整理 

モデル事業の検討に際し、複合拠点施設の対象地の概要及び複合する施設の概要を以下

のとおり設定します。 

 

【対象地：東浦文化広場敷地】 

東浦中学校の現状のグラウンド面積及び建物面積を考慮すると、前述にて抽出した候補地

において移転先として想定されるのは東浦文化広場との複合となります。 

以下に、現東浦文化広場の概要及び複合対象の施設概要を整理します。 

 

対象敷地の概要 

敷地面積 ４５,３８５㎡ 

建物配置可能面積 ３０,０００㎡ 

借地 有り（敷地面積の内、５,５９８㎡） 

グラウンド面積 １６,４４５㎡ 

体育館延床面積 ２,８７２㎡ 

用途地域 市街化区域（第１種住居地域） 

指定建蔽率/指定容積率 ６０%/２００% 

災害 

ハザード 

液状化危険度 可能性が極めて高い（第２グラウンド北東部） 

津波災害警戒区域 ー 

高潮浸水区域 ー 

洪水浸水区域 ー 

土砂災害警戒区域 
○（グラウンド北と東側に土砂災害警戒区域（急傾斜地

の崩壊）・土砂災害特別警戒区域（急傾斜地の崩壊）） 

立地適正 

化計画 

居住誘導区域 ○（土砂災害警戒区域を除く） 

都市機能誘導区域 ー 

農振法の位置づけ ー 

高圧線架空 有 

 

【複合対象の施設概要】 

施設名 
主要建

築年度 

敷地面積 

（㎡） 

延床面積 

（㎡） 

駐車場台数 

所管課 

施設 

類型 現状

（台） 

必要 

（台） 

東浦中学校 １９６０ ３７,１２７.００ １２,５２９.２５ ４８ ４８ 学校教育課 学校教育施設 

東浦文化広場 １９８３ ４５,３８４.９８ ３,３２５.０２ ２４７ ２４７ スポーツ課 体育施設 
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【対象施設の諸室概要】 

施設名 諸室名 諸室面積 

東浦中学校 

教室棟（東） ７２６㎡ 

教室棟玄関 １３㎡ 

教室棟保管庫 １３㎡ 

教室棟 ３,９２３㎡ 

特別教室棟 ２,３１６㎡ 

管理棟 １,００８㎡ 

管理棟（東） １９６㎡ 

多目的室 ５９５㎡ 

屋内運動場 １,４２２㎡ 

第二屋内運動場 １,４６０㎡ 

第二屋体収納庫 ４３㎡ 

プール ３７５㎡ 

プール付属室 ４３９㎡ 

東浦文化広場 

（体育館） 

アリーナ １,３８８㎡ 

小体育室 ２７４㎡ 

柔剣道場 ２６２㎡ 

その他スペース ９４８㎡ 

東浦文化広場 

（はなのき会館） 

研修室 １１６㎡ 

料理室 ５８㎡ 

その他スペース ２７９㎡ 

 

  



139 

２ 移転可能性 

（１） 東浦中学校の東浦文化広場敷地への移転可能性について 

 以下に、現東浦中学校と現東浦文化広場の概要を整理したうえで、概略規模検討をもとに

移転可能性を検討します。なお、東浦中学校の東浦文化広場敷地への移転に際し、スポーツ

庁「学校体育施設の有効活用に関する手引き」等でも学校体育施設の有効活用を求められ

ていることから、現東浦文化広場の体育館及びグラウンドを移転した中学校の体育館及びグ

ラウンドとしても活用することを検討します。なお、東浦文化広場の体育館及びグラウンドは

現東浦中学校の規模を確保しています。 

また、詳細な配置検討等が必要ですが、建築配置可能面積約３０,０００㎡に対し、現東浦

中学校校舎面積を３階建て想定とした建築面積は約３,２００㎡（９,６０４.２５㎡/３階）となる

ことから、グラウンド面積等を考慮したとしても、数値上は建築可能と考えられます。 

比較項目 東浦中学校 東浦文化広場 

敷地面積 ３７,２１７㎡※ 
４５,３８５㎡ 

（内、借地５,５９８㎡） 

グラウンド面積 １４,５３２㎡※ １６,４４５㎡ 

体育館延床面積 ２,９２５㎡ ２,８７２㎡ 

校舎延床面積 ９,６０４.２５㎡ ー 

生徒数（２０２３.４.７） ７９６人 ー 

駐車場台数 ４８台 ２４７台（借地含む） 

 

参考）中学校の設置基準に基づく場合 

設置基準算定 基準 結果 

校舎面積 
３,２４０＋４×（生徒数-４８０） 
※生徒数４８１人以上の場合 

４,５０４㎡ 

運動場面積 
８,４００ 

※生徒数７２１人以上の場合 
８,４００㎡ 

 

■懸念事項 

現体育館を平日日中は中学校の体育館として使用することになります。そのため、現在平

日日中の利用は町内３ヶ所のふれあいセンターやあいち健康の森公園（体育館、庭球場、球

技場等）、知多５市５町及び刈谷市との公共施設相互利用を活用するなどの工夫が必要です。 

参考）東浦町体育館（平日日中：９:００～１７：００）の稼働率 

アリーナ 第１・第２グラウンド テニスコート 

４６.９％ １４.６％ ５６.８% 

※アリーナ及び第１・第２グラウンド（雨天除く）は２０２３年６月１か月間の実績、一般開放の時間
帯の稼働率は１００％として算出、テニスコートは２０２２年度の実績   

※出典：公立学校施設台帳 
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【（参考）東浦中学校の現位置建替えについて】 

 東浦中学校の建替えに際しては移転だけでなく現位置も想定されます。ただし、以下の観

点でのデメリットを踏まえ、現位置建替えではなく移転と考えます。 

 

■想定されるデメリット 

①災害ハザード 

洪水や高潮等の水害ハザード内に位置しており、今後、線状降水帯やゲリラ豪雨等、災害

激甚化の進行に伴い益々災害リスクは高くなることが想定されます。現位置建替えの場合、

浸水予想では高ハザードである運動場側への校舎整備が求められるため、生徒が毎日通学

し、また長時間滞在する学校施設の災害へのあり方としては望ましくないと考えます。生徒へ

の直接的な被害のみならず、浸水被災した場合には、学校を長期間休校せざるを得ない状況

となり、学びの継続確保ができない懸念があります。 

ただし、文化センターや勤労福祉会館など、災害時にはある程度の休業が許容される施設

の設置は盛土等の対策を実施のうえ、可能であると考えます。 

【東浦中学校周辺の浸水予想（洪水）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：マップあいち 
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【東浦中学校周辺の浸水予想（高潮）】 

  

出典：マップあいち、愛知県高潮浸水想定区域図（東浦町） 



143 

②立地（学区）・通学距離 

現位置建替えの場合、「対象となる石浜西小学校、片葩小学校、生路小学校、藤江小学校

の配置から見ると、学区の北端に位置しており、立地上不便である」という課題や通学路とい

った安全面等の課題解消にはつながりません。 

 

③授業継続 

建替え工事期間中に授業を止めることはできないため、建替えに際しては現建物位置より

も災害リスクの高い運動場への仮設校舎の整備もしくは運動場への新校舎整備が求められ

ます。加えて、浸水ハザード対策として運動場等の嵩上げを実施する必要もあります。そのた

め、安全面への懸念とともに、長期間、運動場の利用が出来なくなる期間が生じ、学校運営に

大きな影響を及ぼします。 

なお、工事期間中、北部中学校や西部中学校へ通うことも考えられますが、通学距離やカ

リキュラム等の懸念が生じます。 

 

④コスト・工期 

現位置建替えにおいて、新校舎を浸水ハザードの低い現校舎位置（０.２～１.５ｍ）にて整

備するためには仮設校舎の建設が必要となります。そのため、仮設校舎の不要な移転と比べ

ると追加コストが発生します。 

また、仮設校舎を建設することなく、運動場へ新校舎を建設する場合、浸水ハザードの高

い運動場（２.０～３.２ｍ）への整備となるため、全面的な嵩上げが必要となり、移転と比べる

と嵩上げに係るコストが莫大となります。 

加えて、東浦中学校は「特定都市河川浸水被害対策法」に基づく「特定都市河川流域」の

指定区域内に位置しているため、境川流域での総合治水対策の観点から５００㎡以上の開発

行為は、許可申請が必要となり、許可にあたっては技術的基準に従った雨水貯留浸透施設の

設置が必要となるため、設置に係る追加コストが発生します。 
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３ 諸室構成の検討 

モデル事業の考え方を踏まえ、東浦中学校及び東浦文化広場の複合施設において整備す

べき基本的な機能・諸室の考え方及び設定条件は以下のとおりです。 

 

【機能・諸室の考え方】 

施設 機能・諸室 考え方 

東浦中学校 

普通教室・学校共通

空間・管理関係室等 

東浦中学校の生徒数推計に基づき、中学校設

置基準より設定 

特別教室、多目的室

等 

中学校専有ではなく、中学校と地域の双方利

用できる室として現状面積より設定 

屋内運動場、第二屋

内運動場 

東浦文化広場の体育館（アリーナ・小体育室・

柔剣道場）と兼用 

屋外プール 
民間屋内プール施設での中学校水泳指導業務

実施のため、本施設内には設けない 

東浦文化広場 

体育館（アリーナ・小

体育室・柔剣道場） 既存施設を活用し、中学校と地域の双方利用

できる室として現状面積より設定 
はなのき会館 

 

【モデル事業の設定条件（屋内）】 

機能・諸室 数量 考え方 機能 

普通教室・学校共

通空間・管理関係

室等 

約３,９３２㎡ 

中 学 校 設 置 基 準 に 基 づ き 、 生 徒 数 ６ ５ ３ 人 

（２０３０推計値）に対して算出 
※設置基準では本来、特 別教室も含む値であ

るが、再編に際し、特別教室は地域交流のた

めの諸室とすることから、特別教室を除いた

状態で３,９３２㎡としている 

学校 

特別教室、多目的

室等 
約２,９１１㎡ 

東浦中学校の特別教室棟及び多目的室の現

状面積で設定 

学校 

交流 

体育館（アリー

ナ・小体育室・柔

剣道場） 

約２,８７２㎡ 東浦文化広場（体育館）の現状面積で設定 
学校 

体育 

プール・ 

プール附属室 
 
民間屋内プール施設での中学校水泳指導業

務実施のため、本施設内には設けない 
－ 

はなのき会館 約４５３㎡ 
東浦文化広場（はなのき会館）の現状面積で

設定 
交流 

計 約１０,１６８㎡ 従前１５,８５４㎡に対し、削減率約３６％  
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【モデル事業の設定条件（屋外）】 

外構等 必要規模 考え方 

駐車場 約８,８５０㎡ 

２９５台（ヒアリングをもとにした台数）について、３０

㎡/台（２.５ｍ×６m 駐車マス＋同等面積の車路想定）

を乗じて算出 

運動場 ７,７３０㎡以上 
中学校設置基準に基づき、生徒数６５３人（２０３０推

計値）に対して算出 

※上記に記載の面積は考え方に記載の仮定に基づく最低限の数値であり、必要規模は実態等を

加味し、別途適切に検討する必要があります。なお、上記に記載の機能以外にも植栽空間等、

配置検討を踏まえたうえで別途必要な面積も精査が必要です。 

 

 

４ モデル事業（案） 

前述の諸室構成等を踏まえたモデル事業（案）及び当該事業の概略施設整備費と従前から

の削減面積は以下のとおりです。 

 

【東浦中学校・東浦文化広場複合施設概要】 

敷地面積 ４５,３８５㎡ 

複合施設延床面積 約１０,１６８㎡ 

既存施設延床面積 １５,８５４㎡ 

削減面積 約５,６８６㎡（約３６％） 

今後の検討事項 

・地域住民が利用する体育館と学校施設が複合化す

るため、面積削減やコスト削減だけでなく、“学校と

地域・社会が支え合い協働する”といった共創空間

の創出など、新たな学びの形、コミュニティ拠点の

あり方の検討が必要 

・東浦文化広場の既存施設を活用する場合、安全性

や利便性に配慮した東浦中学校の配置検討が必要 

・通学路など周辺地域への配慮が必要 

 

【概略施設整備費】 

費目 費用 考え方 

施設整備費 約２７.４億円 

公共施設等総合管理計画における単価４０

万円/㎡×延床面積（※東浦文化広場面積除

く６,８４３㎡）より算定 

備考 用地購入費や外構整備費、設計費等は未考慮 

※公共施設等総合管理計画における単価４０万円/㎡については、地方公共団体の財務分析
等に関する調査研究会報告書（平成２３年３月）を参照 

 


